
別記第７号様式（第１５条関係） 
 

平 成 ２７年 度 電 源 立 地 地 域 対 策 交 付 金 事 業 評 価 報 告 書 
 
                                                                                                           平成２７年１２月２５日 
 
 
 北海道知事  高 橋 はるみ      様 
 
 
                                                                                          住  所 北海道虻田郡京極町字 527 番地 
 
                                                                                          京極町長 山  崎  一  雄     印 
 
 
 平成 27年 7月 30 日付け環エネ第 949 号をもって交付の決定の通知を受けた電源立地地域対策交付金に係る交付金事業の成果の評価について、北海道電源
立地地域対策交付金等交付要綱第１５条第３項の規定により、別紙のとおり報告します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(注) (1) 別紙は次の事業評価総括表及び事業評価個表の様式によること。 
     (2) 用紙の大きさは、日本工業規格に定めるＡ４とし、横位置とすること。 



別 紙  
 
  Ⅰ．事業評価総括表 
                                                                （単位：円） 

 
番 号 

 
措  置  名 

 
交付金事業の名称 

 
交付金事業者名又は 
間接交付金事業者名 

 
交付金事業に 
要した経費 

 
交付金充当額 

 
備 考 

 
   1 
 

 
福祉対策措置 

 
京極町保育園運営事業 

 
   京極町 

 
   6,823,000 

 
    5,873,000 

 

  (注) 事業か２つ以上の場合は必要に応じ欄を設けること。 
 
 
 
 
 
 



  Ⅱ．事業評価個表 
 
番   号 

 
措    置    名 

 
交  付  金  事  業  名 

    1 福祉対策措置 京極町保育園運営事業 

 
 交付金事業者名又は間接交付金事業者名 

京極町 

 
 交 付 金 事 業 実 施 場 所             

京極町字三崎 

 
 交 付 金 事 業 の 概 要             

京極町保育園の保育士等５名分の人件費 

総事業費 
6,823,000円    交付金充当額 5,873,000円  

うち文部科学省分  
   うち経済産業省分 5,873,000円  

 
 交付金事業の成果及び評価 

人口減少が加速する今日、多様化する保育サービスが求められる中、保育士等の確保が図られることによ
り、安全安心な子育て環境を提供することができた（保育園入園者数 平成27年度：57名）。 

 
 交付金事業の実施に伴い締結された売買、賃借、請負その他の契約 
 
 
 

 
契 約 の 目 的           

 
契 約 の 方 法           

 
契 約 の 相 手 方 

 
契 約 金 額           

保育園の人件費 雇用 － 6,823,000円  

 
 成果及び評価に係る第三者機関の活用の有無 
特に予定なし。 

 
 本事業に来年度以降も交付金を充当する場合の本事業に係る基本的な考え方 
来年度についても交付金を充当し、住民から信頼される保育サービスの向上を図り、子育て環境の充実に繋げる次第である。 

 
 交付金事業の成果の再評価を行う場合の予定年度 

特になし。 

   
(備考) (1) 事業ごとに作成すること。 

         (2) 番号の欄には、事業評価総括表における番号欄に対応した数を記入すること。 
         (3) 交付金事業の成果及び評価の欄には、進捗度、利用量並びに効果等を出来る限り数値を用いて記載すること。 
         (4) 契約の方法の欄には、一般競争入札、指名競争入札、随意契約の別を記載すること。 
         (5) 成果及び評価に係る第三者機関の活用の有無の欄については、第三者機関を活用した場合にあっては、第三者機関の名称及び構成員等を記載すること。 
         (6) 本事業に来年度以降も交付金を充当する場合の本事業に係る基本的な考え方の欄については、来年度以降の本事業の事業の見通し等について記載すること。 


